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２０１８年６⽉２０⽇

調整⼒の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会 事務局

第１５回調整⼒の細分化及び広域調達の
技術的検討に関する作業会 資料２

需給調整市場に係る技術的な課題の整理について



2本⽇の内容

 本作業会および需給調整市場検討⼩委員会で提起された事項を中⼼に、引き続き検討することとし
ていた技術的な課題をまとめたうえで、
① 需給調整市場システム（調達）に係る業務フロー
② 広域需給調整システム（運⽤）に係る業務フロー
③ 需給調整市場検討⼩委員会における議論の⽅向性

に沿って確認した。
 併せて、第4回需給調整市場検討⼩委員会にて需給調整市場システム（調達）の発注が承認され

たことを受け、需給調整市場に係る業務フロー全体像を確認した。
 最後に、中央給電指令所システム（以下、中給システム）の抜本的な改修に係る課題については、

各々について現⾏システムでは解決できないことを確認した。

 本⽇は、今後検討すべき事項と需給調整市場システム（調達）に反映すべき事項に過不⾜が無い
かご議論いただきたい。



3需給調整市場の課題⼀覧

2020 2021 2022〜
2023

2024
(容量市場によるkW価
値の発⾏)

202X 202Y
(中給システム改修後に
細分化の判断となれば)

広域運⽤ 三次①相当
（3社〜）

三次②
三次①相当(9社※2)

⼆次②相当
(9社※2)

三次①・⼆次② ⼆次①・⼀次

広域調達 三次② 三次①・⼆次② ⼆次①・⼀次
広域調達に伴う
連系線確保

スポット市場後 スポット市場前
（三次②は後）

スポット市場前
（三次②は後）

当該年度に向け
て解決しておくべ
き課題※1

①契約・精算
（TSO-TSO）
②直流設備の扱い
③業務スケジュール
（運⽤段階）

④契約・精算（TSO-BG）
⑤余⼒活⽤契約の詳細
⑥商品設計
⑦単価登録の⾃動化
⑧業務スケジュール(調達段階)
⑨事前審査
⑩リクワイアメント
⑪アセスメント
⑫ペナルティ
⑬調整⼒必要量
⑭下げ調整⼒の調達
⑮ΔkW未達時・減少時の扱い
⑯アグリゲーター要件
⑰情報公開
⑱調整係数

⑲特定地域⽴地電
源の調達⽅法

⑳複合約定ロジック
㉑連系線容量確保

㉒広域化是⾮
㉓広域調達量
㉔制御⽅式・演算周
期の統⼀要否

㉕単価登録の細分化
㉖V1/V2による直接
的な運⽤

㉗中給制御の最⼤数
(㉔〜㉗︓中給システ
ム抜本改修時に反
映判断の必要)

 今後検討すべき課題と時期についてまとめると以下のとおりとなる。

※1 冒頭の数字は課題番号。年度内の課題番号は優先度順ではなく順不同
※2 具体的なスケジュールについては、広域需給調整システムの製作メーカーが決

まり次第、各社中給対応の調整等も踏まえ今後検討



4⽬次

1. 需給調整市場システム（調達）に係る業務フローにおける確認
2. 広域需給調整システム（運⽤）に係る業務フローにおける確認
3. 需給調整市場検討⼩委員会における議論の⽅向性における確認
4. 抜本的な中給システム改修に関連する課題
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1. 需給調整市場システム（調達）に係る業務フローにおける確認
2. 広域需給調整システム（運⽤）に係る業務フローにおける確認
3. 需給調整市場検討⼩委員会における議論の⽅向性における確認
4. 抜本的な中給システム改修に関連する課題
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出所）第１１回制度検討作業部会（2017年9⽉19⽇）資料４（吹き出し等追記）
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf

需給調整市場システム
で対象とする範囲

需給調整市場システム（調達）に係る業務フローにおける確認
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内容 市場参加者
（BG）

⼀般送配電事業者
（市場運営主体） 課題の内容

前
年
度
ま
で

技
術
要
件
の
認
証
・

ΔkW

他
の
提
供
に
係
る
契
約(

仮
称) ※

1

の
締
結

＜課題④＞契約・精算（TSO-BG）
＜課題⑤＞余⼒活⽤契約の詳細
＜課題⑥＞商品設計
＜課題⑨＞事前審査
＜課題⑯＞アグリゲーター要件
＜課題⑲＞特定地域⽴地電源の調達⽅法

⼊札者情報提出
電源等性能データ提出

電源等性能確認
⼊札可能区分、最⼤提供可能量判定

以下の詳細を提⽰
・市場参加資格
・⼊札可能区分
・最⼤提供可能量

以下の項⽬を盛り込んだ市場参加契約
と余⼒活⽤契約を締結
・市場参加資格
・⼊札可能区分
・最⼤提供可能量

DERリスト提出 DERリスト確認

需給調整市場の概要＜業務フローイメージ①＞
＜当ページ以降のフロー図の出所（⼀部修正）＞
第１回需給調整市場検討⼩委員会（2018年2⽉23⽇）資料５
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2017/
2017_jukyuchousei_01_haifu.html

※1 「ΔkW価値の提供とそれに伴うkWh価値の提供およびGC後の余⼒活⽤に伴うkWh価値の提供に係る契約」(仮称)のこと。
※ 課題以外の部分における⾚字は追記・修正箇所（当ページ以降のフロー図も同様）



8（参考）VPPとDRの分類とエネルギーリソースについて

 エネルギー・リソース・アグリゲータ・ビジネスに関するガイドラインによると、DRやVPPといった機能を提供する事業者を
アグリゲーターとしている。

 VPPのエネルギーリソースであるDERには、系統に直接接続される発電設備・蓄電池設備とDRのエネルギーリソース
であるDSR（需要家の受電点以下の発電設備、蓄電設備、需要設備）が含まれる。

出所）エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネスに関するガイドライン
http://www.meti.go.jp/press/2017/11/20171129001/20171129001-1.pdf
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内容 市場参加者
（BG）

⼀般送配電事業者
（市場運営主体） 課題の内容

週
間
段
階

需
給
調
整
市
場

需
給
調
整
市
場
︵
⼀
次
・
⼆
次
〜
三
次
①
︶

＜課題⑦＞単価登録の⾃動化
＜課題㉕＞単価登録の細分化

＜課題⑧＞業務スケジュール（調達段階）
＜課題⑩＞リクワイアメント
＜課題⑪＞アセスメント
＜課題⑫＞ペナルティ
＜課題⑬＞調整⼒必要量
＜課題⑭＞下げ調整⼒の調達
＜課題⑮＞ΔkW未達時・減少時の扱い
＜課題⑱＞調整係数
＜課題⑳＞複合約定ロジック
＜課題㉑＞連系線容量確保
＜課題㉒＞広域化是⾮（⼀次・⼆次①）
＜課題㉓＞広域調達量（⼀次・⼆次①）

事
後

＜課題④＞契約・精算（TSO-BG)
＜課題⑰＞情報公開

各電源等のkWh単価提出
（週間まで変更可） 各電源等のkWh単価受領

各電源等のkWh単価を
中給システムが取得

市場開場商品区分毎に原則ユニット単位※で
ΔkW量・単価、kWh単価を応札

商品区分毎に必要量算出

マルチプライスオークションにより
約定判定・処理

約定結果通知約定結果受領

発電計画へ反映

ΔkW精算

※アグリゲーター単位も可

需給調整市場の概要＜業務フローイメージ③＞
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内容 市場参加者
（BG）

⼀般送配電事業者
（市場運営主体） 広域機関 課題の内容

前
⽇
段
階

需
給
調
整
市
場
︵
三
次
②
︶

＜課題⑧＞業務スケジュール
（調達段階）
＜課題⑩＞リクワイアメント
＜課題⑪＞アセスメント
＜課題⑫＞ペナルティ
＜課題⑬＞調整⼒必要量
＜課題⑭＞下げ調整⼒の調達
＜課題⑮＞ΔkW未達時・減少時の

扱い
＜課題⑱＞調整係数

＜課題④＞契約・精算（TSO-BG)
＜課題⑰＞情報公開

事
後

スポット取引後に
市場開場

三次調整⼒②に対して
原則ユニット単位※で

ΔkW量・単価、kWh単価を応札

三次調整⼒②の必要量算出

マルチプライスオークションにより
約定判定・処理

約定結果通知約定結果受領

発電計画へ反映

連系線
空容量
通知

連系線
容量確保

需給調整市場の概要＜業務フローイメージ③＞

ΔkW精算

※アグリゲーター単位も可
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1. 需給調整市場システム（調達）に係る業務フローにおける確認
2. 広域需給調整システム（運⽤）に係る業務フローにおける確認
3. 需給調整市場検討⼩委員会における議論の⽅向性における確認
4. 抜本的な中給システム改修に関連する課題



12広域需給調整システム（運⽤）に係る業務フローにおける確認

広域需給調整システム
で対象とする範囲

出所）第１１回制度検討作業部会（2017年9⽉19⽇）資料４（吹き出し等追記）
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf
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内容 市場参加者
（BG）

⼀般送配電事業者
（市場運営主体） 広域機関 課題の内容

広
域
需
給
調
整
︵
三
次
②
の
発
動
︶

＜課題②＞直流設備の扱い
＜課題③＞業務スケジュール
（運⽤段階）
＜課題⑩＞リクワイアメント
＜課題⑪＞アセスメント
＜課題⑫＞ペナルティ

＜課題①④＞契約・精算
（TSO-TSO，TSO-BG）
＜課題⑰＞情報公開

事
後

エリア内とエリア外から調達した電源等を合わせた
メリットオーダーリストから、発動する三次②を選択

P0の変更

エリア内の需給調整を実施
指令・制御に基づき

調整⼒を発動
指令等

他エリアの
調整⼒を選択

⾃エリア
調整⼒の

発動指令等

低速枠発動⽀援機能を⽤いて
他エリア調整⼒の発動指令
・他エリアへの発動連絡
・連系線P0値の変更値連絡

ＮＯ

ＹＥＳ
指令・制御に基づき

調整⼒を発動

P0配信

⾃エリア

他エリア

⾃エリアの三次②の
調整量算出

広域需給調整(三次②)の概要＜業務フローイメージ④＞

kWh精算

P0受信

P0受信
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内容 市場参加者
（BG）

⼀般送配電事業者
（市場運営主体） 広域機関 課題の内容

広
域
需
給
調
整
︵
三
次
②
以
外※

  

の
発
動
︶

＜課題②＞直流設備の扱い
＜課題⑩＞リクワイアメント
＜課題⑪＞アセスメント
＜課題⑫＞ペナルティ
＜課題㉔＞制御⽅式・演算周期の統⼀

要否
＜課題㉖＞V1/V2による直接的な運⽤
＜課題㉗＞中給制御の最⼤数

＜課題①④＞契約・精算
（TSO-TSO，TSO-BG）
＜課題⑰＞情報公開

事
後

三次②以外を⽤いた
複数エリア調整量の送信

インバランスネッティング

調整量αの決定

調整量に基づき
エリア内の需給調整を実施

指令等に基づき
調整⼒を発動

指令等

※1 中給からオンラインで制御できる電源等を三次調整⼒②で落札した場合、広域需給調整機能で制御することがある。

広域メリットオーダー演算

広域メリットオーダー
リスト作成

三次②以外の
メリットオーダーリスト

送信

連系線空容量
通知

調整量αの送信

広域需給調整(三次②以外)の概要＜業務フローイメージ⑤＞

kWh精算

1

広域需給調整システム
（運⽤）内のフロー

連系線
空容量
通知

調整量α
の受信
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1. 需給調整市場システム（調達）に係る業務フローにおける確認
2. 広域需給調整システム（運⽤）に係る業務フローにおける確認
3. 需給調整市場検討⼩委員会における議論の⽅向性における確認
4. 抜本的な中給システム改修に関連する課題



16需給調整市場の論点（１）

論点 TFの中間論点整理で
⽰された⽅向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の⽅向性

①商品区分

 商品区分は制御区分毎に｢⼀
次調整⼒｣｢⼆次調整⼒｣｢三
次調整⼒｣（上げ・下げ別）と
いう計10区分を基本とする⽅向
で検討。

 ⼀次・⼆次（GF・LFC）の細分化につ
いては、広域機関において検討。

 各商品区分に求められる要件については、
広域機関において検討。

 基本となる2区分に加えて予備
領域18区分を設けて、最⼤20
区分に対応できる予備領域を
確保したシステムとする。

②商品設計

 特定地域⽴地電源は各⼀般送
配電事業者が⼿続きの透明性
を確保した上で、相対契約や公
募で調達することも含め検討。

 調達時に電源の性能に応じて応
札電源を評価（⼊札価格×調
整係数で評価）する仕組みの
検討。

 各商品区分に求められる要件の詳細に
ついては、広域機関において検討。

 商品ブロック区分は必要調整⼒の状況
変化や新規参⼊への対応を踏まえて検
討。

 調整係数の詳細については、広域機関
において検討。

 特定地域⽴地電源の調達期間等につい
ては、広域機関において検討。

 商品ブロック区分は縦割りで最
⼤48区分に対応できるシステム
とする。

 調整係数は0.00〜100.00
まで設定できるシステムとする。

 特定地域⽴地電源および電源
Ⅰʼの調達は需給調整市場シス
テム（調達）のシステム外で対
応する。

●︓TFの論点
✔︓⼩委で出た論点

-1

出所）制度検討作業部会 中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017年12⽉26⽇）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf

＜今後検討が必要な事項＞
︓中給システムの抜本改修に係るもの

︓上記以外

課題㉒㉔

課題⑥

課題⑥ 課題⑱

課題⑲



17需給調整市場の論点（１）

論点 TFの中間論点整理で
⽰された⽅向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の⽅向性

③広域化に
よる効率化

 2020年においては、低
速域の三次調整⼒②の
広域調達・運⽤を⽬指す。

 2020年＋Xにおいては、
⼆次調整⼒②、三次調
整⼒①②までの広域調
達・運⽤を⽬指す。

⼀次・⼆次調整⼒
（GF・LFC）の広域
調達・運⽤。

広域調達・運⽤に係
る技術的な事項につ
いては、広域機関に
おいて検討。

広域調達・運⽤における連系線の容量確保では隣接エリアおよび運
⽤容量の⼤きい交流連系線を優先するシステムとする。

広域需給調整システム（運⽤）を以下のシステム仕様により⼀般
送配電事業者の代表会社が発注⼿続きを⾏う。
•インバランス想定量の算出

各エリア毎のインバランス想定量を集約および相殺（インバランス
ネッティング）することで、全体として調整すべきインバランス想定量
を算出。

•広域メリットオーダーに基づく運⽤
各エリア毎のkWhのメリットオーダーリストを合成して広域メリット

オーダーリストを作成し、GC余⼒と合わせて広域的に需給バランス
調整を⾏う

•対象エリアは９社とし、中地域三社（関⻄電⼒・中部電⼒・北陸
電⼒）は2020年度から運⽤開始し、対象調整⼒および地理的
範囲を拡⼤。
•2020年4⽉時点では、広域需給調整機能における三次調整⼒
①相当の運⽤の機能を運⽤開始し、⼆次調整⼒②相当の運⽤の
機能は機能ロックで対応。
•三次調整⼒②相当の運⽤は、低速枠発動⽀援機能を活⽤。なお
本機能は需給調整市場システム運開に合わせ、2021年度までに
実装。
•⼆次調整⼒①相当の運⽤の機能はモジュール追加、変更で対応。
•メリットがないときには⼀時的にインバランスネッティング機能を停⽌で
きる仕組みとする。

-2 ●︓TFの論点
✔︓⼩委で出た論点

課題㉒㉔

出所）制度検討作業部会 中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017年12⽉26⽇）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf



18需給調整市場の論点（２）

論点 TFの中間論点整理で
⽰された⽅向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の⽅向性

④
広域化を踏
まえた市場の
在り⽅

 2020年に向けては、⼀般送配電事業者が代
表会社を選定した上で共通プラットフォームを開
発し、その上で需給調整市場を開設。

 システムの仕様等については、開発を担う代表
会社が広域機関等の場において検討状況を報
告し、客観的な審議を⾏う⽅向で検討。

 2020年時点における市場運営主体や共通プ
ラットフォームの管理主体は、⼀般送配電事業
者。

調達・運⽤の考え⽅、調整⼒必要量の考え⽅、
商品設計などの⾒直しや、応札・落札結果など
の取引情報の適切な公開等については広域機
関における委員会にて⾏う。

価格決定⽅式については、当⾯マルチプライスの
オークションシステムを採⽤。

 2020＋X年時における需給調
整市場の組織形態や契約形態。

対象エリア数など現時点では確
定的な事項についても、将来の
状況変化への対応可否を検討。
（９エリア以上のエリア数への対
応要否）

 9エリアに対応したシステムとす
る

システム開発の代表会社
•広域需給調整システム(運⽤)
は中部電⼒および関⻄電⼒
•需給調整市場システム(調達)
は東京電⼒パワーグリッドおよび
中部電⼒

需給調整市場システム(調達)
について第４回の本⼩委員会
で整理した拡張性・柔軟性を
備えたシステム仕様により⼀般
送配電事業者の代表会社が
発注⼿続きを⾏う。

-1 ●︓TFの論点
✔︓⼩委で出た論点

課題①④

課題⑥⑬⑰

⾚字︓第4回⼩委後追記

出所）制度検討作業部会 中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017年12⽉26⽇）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf



19需給調整市場の論点（２）

論点 TFの中間論点整理で
⽰された⽅向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の⽅向性

⑤
開場時期

調整⼒は前週に調達。

１年間や季節規模で調達するベース部
分については、年度、季節毎に調達。

 GC（ゲートクローズ）後の実運⽤につい
ては、電源の余⼒など前週以前に確保し
たもの以外も含めてkWhのメリットオー
ダー順に発動する仕組みを創設。

調達時期（年度、季節毎
等）の詳細については、広域
機関において検討。

三次調整⼒②はスポット市場終了~時間
前市場開場までの間に調達するシステムと
する。

 [再掲]年間を通じて必要となる量（現在
電源Ⅰ公募で固定費を負担している量）
は電源Ⅰ(Ⅰ-a,Ⅰ-b)公募による。

電源の余⼒活⽤は年初の公募に基づく契
約による。

-2 ●︓TFの論点
✔︓⼩委で出た論点 ⾚字︓第4回⼩委後追記

出所）制度検討作業部会 中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017年12⽉26⽇）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf



20需給調整市場の論点（２）

論点 TFの中間論点整理で
⽰された⽅向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の⽅向性

⑥
メリットオー
ダーの考え⽅

 ΔkWはメリットオーダーに基づいて落札。

 kWhは発電事業者等の余⼒も活⽤した
上で、メリットオーダーに基づいて調整⼒を
発動する市場の仕組みの検討。

効率性の観点から、⼀電源等で複数商
品区分を兼ねることも許容（ΔkWの総
コストで評価）。

・応札時にはΔkWに加えkWh価格も併せ
て応札。

対価の和（ΔkW価値＋
kWh価値）を最⼩化する組
み合わせの詳細。

約定⽅法（約定処理の順
番など）について検討

 kWh単価を登録するタイミン
グについては電源等差替との
整合を踏まえて検討

ΔkWでメリットオーダーを評価するシステムと
する。

 2021年度時点では三次調整⼒②のみの
広域約定ロジックを構築し、その他の調整
⼒を含めた複合約定ロジックについてはモ
ジュール追加により対応できるシステムとする。

 kWh単価の変更は可能なシステムとする。
•2021年度におけるkWh単価変更期限
は週間計画策定時点とする。
•前⽇、当⽇(GC前)に対応できるシステム
とし、2021年度時点は機能ロックする。
•kWh単価の変更期限については中給シ
ステム改修やFIT特例①の発電計画⾒
直しなどの動向を踏まえて引続き検討する。

-3 ●︓TFの論点
✔︓⼩委で出た論点 ⾚字︓第4回⼩委後追記

課題⑳

課題⑦
課題⑳

課題⑦

課題③⑧

出所）制度検討作業部会 中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017年12⽉26⽇）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf



21需給調整市場の論点（３）

論点 TFの中間論点整理で
⽰された⽅向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の⽅向性

⑦
調整⼒の
調達・運
⽤⽅法

応札・契約単位は原則電源単位。
 2020年の暫定的な契約形態は、電源

等が⽴地する⼀般送配電事業者を経由
して契約を締結。

 複数の調整電源等で連携して調
整⼒を供給することが効率的とな
る場合における応札・契約単位。

 電源の差し替えについては、広域
機関において検討。

 [再掲]kWh単価を登録するタイ
ミングについては電源等差替との
整合を踏まえて検討

 （BG単位ではなく）電源単位で
の⼊札に対応できるシステムとする。

 翌⽇計画提出を期限として、電源
等の差し替えに対応できるシステム
とする。約定の結果ΔkW未達と
なった場合および約定後にΔkWが
減少した場合はシステム外で対応
する。

-1 ●︓TFの論点
✔︓⼩委で出た論点

課題⑯ 課題③

出所）制度検討作業部会 中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017年12⽉26⽇）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf

課題⑮



22需給調整市場の論点（３）

論点 TFの中間論点整理で
⽰された⽅向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の⽅向性

⑧
運⽤の
広域化

 2020年の調整⼒の調達・運⽤に係る精
算については、以下のような⽅向で検討。
ΔkW︓共通メリットオーダーリストの単価
に基づき精算（エリア内は当該エリア内
の⼀般送配電事業者と電源等が、エリ
ア間は関係する⼀般送配電事業者間
において精算）
kWh︓ΔkWの応札時に併せて提出さ
れたkWh単価に基づいて精算（エリア
内は当該エリア内の⼀般送配電事業者
と電源等が、エリア間は関係する⼀般送
配電事業者間において精算）

 2020＋X年の精算⽅法。  精算にあたり必要となるデータを抽出可能
なシステムとする。
（必要なデータ項⽬については精算の仕
組みと合わせて今後検討が必要）

 TSO-BG間の精算
• ΔkWは調達段階の商品区分に応じて

精算する。
• kWhは商品区分によらずユニット単位

（計量単位）で調整の結果発⽣した
電⼒量（kWh）に対し、V1/V2単価
に応じて精算する。

 TSO-TSO間の精算
• ΔkWは需給調整市場システムから抽出

した約定情報を⽤いて精算する。
• kWhは広域需給調整機能、低速枠発

動⽀援機能から抽出した融通情報を⽤
いて精算する。

-2 ●︓TFの論点
✔︓⼩委で出た論点

出所）制度検討作業部会 中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017年12⽉26⽇）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf



23需給調整市場の論点（３）

論点 TFの中間論点整理で
⽰された⽅向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の⽅向性

⑨
管理運⽤
（参⼊要

件・ペナル
ティ、監視
等）

 参⼊要件・ペナルティは、監視等委員会
での議論を踏まえつつ、引き続き監視等
委員会と広域機関の連携のもと検討。

 監視は、監視等委員会での議論を踏ま
えつつ、引き続き監視等委員会において
検討。

 市場⽀配⼒を有する事業者に
対する⼀定の規律については、
監視等委員会において検討。

 ΔkW価格およびkWh価格の
公表内容については、監視等
委員会において検討。

 ⼀般送配電事業者が確保する
調整⼒の必要量。

今後の検討
の進め⽅

 基本的には2020年度の開設を予定し
ているが、需給調整の実際の運⽤にも密
接に関わるものであり、2020年に予定さ
れている東京オリンピック・パラリンピックとの
関係等も踏まえ、検討を⾏う。

広域需給調整システムの運⽤開
始を2020年4⽉として進める。

需給調整市場システムの運⽤開
始を2021年4⽉として進める。な
お、システム発注に向けた仕様確
定の検討を2018年6⽉末までに
⾏う。

-3 ●︓TFの論点
✔︓⼩委で出た論点

課題⑬

出所）制度検討作業部会 中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017年12⽉26⽇）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf



24容量市場の論点（８）

論点 TFの中間論点整理で
⽰された⽅向性

さらに検討を
深めるべき事項

現在の議論の⽅向性

⑲
他制度との
整合性

 2020年度から2023年度のkW価
値の扱いについては、需給調整市
場でkW価値も含めて対価を⽀払
う⽅向で検討

容量市場で落札された電源等が、
調整⼒として活⽤される場合、需
給調整市場に⼊札し、落札される
ことが必要。
（⼀部抜粋）

 kW価値の調達期間（年間）に
ついて検討

主に調整⼒等に⽤いられる電源
等については、調整⼒として活⽤
されることを念頭に、リクワイアメン
トにおける要件を変更することとし、
詳細については広域機関におい
て検討。

 2021年度以降の調整電源等の確保は
以下のとおりとし、今後広域調達・運⽤が
進む中で適宜⾒直す。
•広域運⽤・調達されるものは市場調達、
エリア内で調達されるものは公募調達。
•年間を通じて必要となる量（現在電源
Ⅰ公募で固定費を負担している量）は
電源Ⅰ(Ⅰ-a,Ⅰ-b)公募による。
•三次調整⼒②は需給調整市場による。
•上記以外は電源Ⅱの仕組みによる。
•電源の余⼒活⽤は年初の公募に基づく
契約による。
•電源Ⅰ´相当の仕組みは少なくとも
2021年度から2023年度は継続する。

●︓TFの論点
✔︓⼩委で出た論点

課題⑩

出所）制度検討作業部会 中間論点整理（第２次） （概要資料） （2017年12⽉26⽇）をもとに作成
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/20171226_02.pdf



25

1. 需給調整市場システム（調達）に係る業務フローにおける確認
2. 広域需給調整システム（運⽤）に係る業務フローにおける確認
3. 需給調整市場検討⼩委員会における議論の⽅向性における確認
4. 抜本的な中給システム改修に関連する課題



26抜本的な中給システム改修に関連する課題

今回整理した課題のうち、抜本的な中給システム改修※1に関連する課題をまとめると、下表のとおりとなる。
下記課題への対応は今後検討していく。

【抜本的な中給システム改修課題】

課題 内容 現⾏システムを継続した場合
＜課題㉔＞
制御⽅式・演算周期の
統⼀可否※2

各発電機制御⽅式の統⼀要否を含めた
検討

⼆次①の広域運⽤ができない

LFC演算周期の統⼀要否を含めた検討 ⼆次①の広域運⽤ができない
＜課題㉕＞
単価登録の細分化

現状の出⼒帯別の単価から、出⼒帯別・
時間帯別の単価への変更検討

時間帯ごとにリソースの変わる事業者のニーズに応えられない

＜課題㉖＞
V1/V2による直接的な
運⽤

現状のa,b,c項を⽤いた近似的な運⽤か
ら、V1/V2での運⽤への変更検討

a,b,c項を⽤いた近似的な運⽤でも⼀定のメリットオーダーが実
現できるが、より厳密なメリットオーダーの実現ができない

＜課題㉗＞
中給制御の最⼤数

制御数上限の拡⼤について検討 監視/制御可能数以上の参⼊事業者の制御ができない

※1 ソフトウェア改修などの軽微な変更ではなく、ハードを含む中給システムのリプレースを
必要とするなどの⼤規模な改修のこと。

※2 ⼀次・⼆次調整⼒の広域化については、技術的検討が必要であり時間を要する。


